
 寒中お見舞い申しあげます。新年を迎えて、

この一年のご健康を祈ります。あちこちからの

年賀状にひどい風邪を引いたという文がありま

した。手洗いとうがいをこまめにしましょう。 

       ２月 定例会予告 

２月６日（月）13:30～16:30 

我孫子南近隣センター ８階 調理室 

    ３月 定例会予告 

３月６日（月）13:30～16:30 

我孫子南近隣センター ８階 第１会議室 

   第４１回 消費生活展 

 先月のお知らせと同時にチラシを配布しまし

たが、いよいよ本番です。ご参加ください。 

日時  ２月４日（土）２月５日（日） 

    10:30～16:30 

場所  市民プラザ ホール 

テーマ 明日への備え～熊本地震から見えたこ  

    と～ 

 書きながら、４１回かぁ～と。参加団体は大分

替わりましたが、消費者の会は最初からです。 

皆様の協力あってのこと、どうぞ見に来てくだ

さい。会員２０人以上も当日の役割を分担。 

   高齢社会への対応を探る会 

    公開学習講座  

在宅医療～退院から看取りまで～ 

①２９年１月２１日（土）14:00～16:00 

 講師 星野啓一先生（あびこ診療所所長） 

 場所 湖北台近隣センター 

②２９年１月２８日（土）14:00～16:00 

  講師 山本文司先生（平和台病院副院長・ 

    在宅センターセンター長） 

 チラシは先月配布しました。どうぞご参加を。 

  水俣みかん 共同購入    

 甘夏は今からでも申し込んで下さい。 

 １０kg箱２７００円   

台風による不作のため、少々値上げされました。 

申込は２月６日までに中村さん7182-7935へ。 

 トクホに関する意見書 

 我孫子市消費者の会は「食品表示を考える市

民ネットワーク」に参加して勉強をし、消費者

のためにならないものは、国や企業に改善を求

める活動を一緒に行なっています。昨年１１月

にトクホに関する意見書を消費者担当大臣等に 

提出しました。少し長い文章で分りにくいかも

知れませんが、お読みください。 

 保健機能食品の事後チェック体制の整備・強化を 

 １１月２日、消費者庁はトクホ（特定保健用食品）に

次いで特別用途食品にも成分規定量が不適正な食品が販

売されていたことを明らかにしました。国が許可したのに

許可通りに販売されているのかどうか、国の市販後チェッ

クが全く取り組まれず、事業者任せのまま制度が運用され

てきた無責任体制がこのような事態を招いた大きな要因

です。 

 すでに関与成分量が届出通りではない機能性表示食品

の販売も判明し、私たち食品表示を考える市民ネットワー

クが商品名の公表を求めている事案もあります。現在の深

刻な事態は、保健機能食品の分野にあって、事業者の規制

緩和が推進される一方、消費者の権利確保の視点が欠落し、

消費者保護策がどんどん後退してきた結果と言えます。今

やチェック機能の働かない保健機能食品の制度全体の欠

陥性が浮きぼりになったと思わざるを得ません。 

 私たちはトクホ、栄養機能食品、機能性表示食品などの

総合的・一元的見直しを訴えてきました。今回新たに特別

用途食品の不祥事が発覚したことで、保健機能食品制度 
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全体の見直し、改善が喫緊の課題として提起されていると 

考えざるを得ません。このような深刻事態を踏まえて、改

めて以下の点を要望します。 

            記 

１．事故情報（健康被害情報）の報告を義務化すること  

 今回不適正な成分量が判明した特別用途食品は、許可 

６４品目中の２品目です。商品分類は「低たんぱく食品」

であり、病院の患者用食品として活用されたり、また通信

販売によって自宅療養の腎不全の方々に提供・利用された

りしてきました。許可されて以降、この規格外食品がいつ

から販売され、なぜ防止できなかったのか、今の段階では

明確ではありません。消費者庁は「健康被害の報告は寄せ

られていない」「事業者からもそのような報告はない」と

していますが、健康被害情報（事故情報）の報告義務がす

べての医療機関をはじめ、事業者に課せられていない現状

ではその確証はありません。健康に影響を与える食品だか

らこそ健康情報の一元的収集体制の整備は急務です。当面

は緊急性を重視し、保健機能食品全般を対象とした「事故 

情報（健康被害情報）の報告義務化」を導入してください。 

２．事後チェック体制を制度として確立し、そのチェック

結果を事業者名・商品名を含めて公表する制度として導入

すること 

 今回のトクホや特別用途食品の全品調査要請は"日本 

サプリメント事件”が発端です。全品調査を同事件への対

応として一過性のものとして扱わずに、制度として継続的

に位置付けてください。そもそも日本サプリメント事件は、 

事後チェックが実施されていない制度上の欠陥を一因と

して発生したものです。市販後チェック体制を国の責任と

して導入するとともに監視結果の好評が必要です。事後チ

ェックと結果の公表は必須です。 

３．実効性のある再審制の運用と共に、早急に再審制を導

入すること 

 トクホの全品調査では、１２７１品目中９０３品目が、

現在販売されていない品目として指摘されました。そのう

ち６６８品目は、販売休眠中ながら再販売される可能性の 

ある商品とも推測されます。また、販売されている３６６ 

品目の中には、長期間継続販売されているものもあります。 

消費者庁は一度許可したトクホをチェックすることもな

く、漫然とと許可し続け、その結果、現在の深刻な無責任

体制が定着してしまいました。平成２３年に消費者委員会 

専門調査会が要求したように、更新制度を導入すべきです。 

それを導入するまでの間は、内閣府令で規定する再審制を 

確実に運用し、また、再販売トクホなどに対して一定の条

件を設定し、再審査に付する仕組みを導入してください。 

４．許可取消規定を厳格に運用し、休眠中のトクホには失

効を促す仕組みを導入すること 

 トクホや特別用途食品では、許可取消要件が規定されて

いますが、これら取消規定の運用は極めて曖昧で、３月の

ライオン社製のトクホ問題のように虚偽表示でありなが

ら取り消されないこともあります。表示と実態の違いなど

を理由とする許可取消要件はあいまいなままとなってい

ます。また、今回の特別用途食品の不適切な成分含有量の

問題に示されたように、取消ではなく事業者による失効届

けで対処される例もあります。取消規定を厳しく運用して

ください。 

５．企画に合致しない不正な保健機能食品の販売が判明

した場合は、販売中止だけではなく、速やかに回収させる

とともに行政処分を迅速に課す措置を講ずること 

 保健機能食品は食品の中で特定の保健機能が表示でき

る食品であり、成分や成分量について申請通りでない場合

は健康被害発生の原因ともなります。それは機能性表示食

品についても同様です。この点を重視し、不正発覚の段階

で販売中止とリコールなど早急な対処がとれるよう、迅速

な処分措置が講じられる仕組みを検討してください。、 

６．GMP(製造・品質管理基準）及び第三者評価を義務付け

ること 

 機能性表示食品を含む保健機能食品の全製品を対象に 

GMPの義務化や申請・届出資料に第三者評価結果の添付を

義務付けること。 

７．以上の改善策の実現に向けて、総合的・一元的検討に

着手すること 

 健康増進法で規定されるトクホと特別用途食品、食品表

示法で規定され、事業者の責任で表示できる機能性表示食

品など、現在の監視・評価体制がバラバラの保健機能食品 

制度を総合的・一元的に見直すことが必要です。 以上 

   ～  ～  ～  ～  ～  ～   

大雪の情報が続いていますが、 

関東は晴れて感謝しています。 

生活展が雪でないことを祈りながら。 

３１日のバス見学会もお忘れなく！ 


